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注 2-1) 農林水産省農村振興課による「立ち上がる農山漁村選定事例」を参照。 
http://www.maff.go.jp,2008年 4月 
注 2-2) 内村研究室に敦賀市より依頼を受け、舟溜まり周辺景観ワークショップの個別ヒアリングも含め、








注 2-4) H19.12 に中心市街地活性化協議会が設立され、港周辺部会を中心に舟溜まり地区周辺を核とした
まちづくりが進められている。敦賀市中心市街地活性化基本計画は、平成 21 年 12 月 7 日に認定
を受けた。 
注 2-5) 平成 17年 3月「相生・蓬莱地区都市景観形成基本計画策定業務」において、計 3回のＷＳが行わ
れ、地区の現況と課題の抽出、まちづくりの方向性、主体別の行動目標の検討がされている。 
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木造和風建築物 17 20.7% 6 2 5.4% 0
商業業務ビル等一般建築物 8 9.8% 0 9 24.3% 0
一般住宅建築物（店舗兼用含む） 52 63.4% 12 26 70.3% 2
角蔵（敷地の奥に建てられている土蔵） 4 4.9% - -


































































































































種 別 補助対象 補助率 補助限度額
建築物の新築、増築、改築、修繕または模様替え 工事費 ２／３
建築物の内（壁面：外壁、建具） 工事費 ９０％
工作物（門塀）、外部土間等 工事費 ２／３ 100万円



















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































文献 1) 敦賀市「相生・蓬莱地区都市景観形成基本計画策定業務報告書」，平成 17年 3月 




pp211-218 ，200年 11月，  
文献 4) 大森洋子・高口愛・西山徳明「文化的景観条例による町並み保存と景観形成の手法-福岡県八女市







文献 8) (社)日本建築学会「生活景」，学芸出版社，2009年 3月 





































































































































































































































































































































































































事 業 の 役 割 分 担 ＝ 行 政 間 の 連 携
基 盤 整 備 部
事務局、データ収集、
広報宣伝、連絡調整
基 盤 整 備 課
基盤整備部の支援、
空き家の手配
産 業 振 興 部
販売部門の総拢
総 合 政 策 部
関連イベントとの調整、
広報宣伝











区　　分 内　　容 予算額(概算） 備　　考
借上料 空き家借上げ \550,000 5,000円＊10軒＊11日
資材費 店舗看板等 \150,000 10店舗
印刷費 ポスター・チラシ \150,000 パンフ2種類＊10,000部











































































平成17年 八幡町 沿道集落 なし 10名 13名 30～60代








④ 奥美濃自然薯組合 平成元年 白鳥町 市街地近郊 物産ｾﾝﾀｰ等 6名 20名 60代中心




⑥ マイカグループ 平成14年 白鳥町 山間集落（峠越え） 道の駅・農協 15名 11名 60～70代
⑦ 和良加工生産組合 平成15年 和良町 川沿い集落 道の駅 26名 12名 60～70代
⑧ やすらぎの里いとしろ 平成15年 白鳥町 山間集落（峠越え） 単独施設 50名 80名 －




⑩ クックラひるがの 平成16年 高鷲町 高原リゾート 単独施設 － － －
⑪ 郡上高校 － その他 － － － － －
ﾒﾝﾊﾞｰ数
















③ 土里夢 商品・活動PR 4 5 おはぎ・寿司・おこわ等














⑧ やすらぎの里いとしろ 行政からの依頼 0 6 かぶら・その他農産物
⑨ ビスターリマーム － 4 7
朴葉寿司・猪汁・白菜漬け・梅
干し・らっきょう等
⑩ クックラひるがの － 0 7
うどん・チーズ・プリン
・とうもろこし・人形等







































ぜひ出店したい 出店を検討したい 出店は無理 その他 回答なし





































































































































































































































































空き家① 空き家② 空き家③ 空き家④
築年数 約50年 約35年 約40年 約50年
空き家の時期 約4年前から 約4年前から 約27年前から 約4年前から
構造 木造2階建 鉄骨造3階建 ＲＣ造3階建 ＲＣ造3階建







































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































注 4-1) 林らの報告（参考文献 3））によれば、全国の中山間市町村を対象とした都市農村交流活動におい
ては、都市住民が農村側を訪れるタイプが過半数で、農村から都市への流れのタイプは全体の約３
割と尐ない。また内容は観光イベント等、一時的なものが多いという傾向が示されている。 
注 4-2) 都市農山村交流活動は、農山村部側の農村振興策、農業政策の一環として取り組まれているもの 
が多い。また都市再生本部が実施している「全国都市再生モデル調査」においても、都市農山村交
流活動として、H15 年度の埼玉県坂戸市による「農と健康市民大学実践調査」や H17 年度の特定非
営利活動法人えがおつなげてによる「都市農山村交流による観光立県モデル調査」等の例があるが、
実施団体が農山村側の団体であったり、都市の個人を対象にした活動といった面が見られる。 
注 4-3) 平成 21年 8～10月にかけて、当時の担当者である建設部都市住宅課（当時は基盤整備部）の野田 
氏へのヒアリングを行った。その他産業振興部等について、また全ての資料・データ等の入手につ
いても野田氏を窓口に回答をいただいた。平成 22 年 6 月～11 月にかけては、建設部都市住宅課の
村上氏を窓口にヒアリング等を行った。 
注 4-4) 岐阜県郡上市「郡上市市政」，平成 22年 4月，(社)中小企業診断協会「郡上市の観光による地域





注 4-6) 郡上郡八幡町「八幡市街地空家現況調査」，平成 13年より参照。  




注 4-9) 八幡地域では 11 団体のうち 10 団体参加で、１団体が 1 軒の空き家を活用、白鳥地域では 9 団体
参加で 3組に分かれ 3軒の空き家を共同で活用。 








注 4-12) 「郡上八幡市街地内都市再生整備計画作成委託報告書」，郡上市基盤整備課 2006 において、目
視による歴史的建造物悉皆調査を行っている。その際内部調査の協力を試みているが、多く断れ
た経緯がある。 
注 4-13) 平成 18 年度「郡上市都市再生モデル調査」におけるアンケート調査。回答者数は、出店者側は
11団体、来訪者は 437件。 
























注 4-21) 平成 21 年 8 月と平成 22 年 4月、7月の計 3 回、野菜工房かぼちゃのがっこう代表者へのヒアリ
ング調査を行った。 
注4-22) 農林水産省「食料・農業・農村白書」，2009年 
注 4-23) 岩田らによる文献 5)において指摘されている。 
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計画学会論文集,No42-3,pp877-882,2007年 















































































































































































































































































































































































































































































































































































































圏域の大きさ        全体―個の協働 
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